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○栗原市低入札価格調査実施要綱 

平成１７年４月１日 

告示第１４２号 

改正 平成１９年７月９日告示第１３１号 

平成２５年１０月３１日告示第２３７号 

平成２８年５月２日告示第１６６号 

平成３１年３月２９日告示第７５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、一般競争入札（以下「入札」という。）により市が発注する建

設工事の請負契約を締結しようとする場合において、低入札価格調査を実施するこ

とに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（平２５告示２３７・平３１告示７５・一部改正） 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 低入札価格調査 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条

の１０第１項（第１６７条の１３において準用する場合を含む。）又は第１６７

条の１０の２第２項の規定により、予定価格（消費税及び地方消費税相当額を除

く。以下同じ。）の制限の範囲内で申込みをした者の当該申込みにかかる価格に

よってはその者により請負契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると

認めるときに行う調査をいう。 

(2) 調査基準価格 低入札価格調査を行う場合の基準となる価格をいう。 

(3) 低価格入札 調査基準価格を下回る入札をいう。 

(4) 低価格入札者 低価格入札を行った者をいう。 

(5) 失格基準価格 低価格入札があった場合において、契約の内容に適合した履

行がされないこととなる蓋然性が高いと判断する基準となる価格をいう。 

（平３１告示７５・追加） 

（対象工事） 

第３条 低入札価格調査の対象となる工事（以下「対象工事」という。）は、入札に

付した建設工事のうち、予定価格が５，０００万円以上のものとする。 

（平１９告示１３１・平２５告示２３７・一部改正、平３１告示７５・旧

第２条繰下・一部改正） 

（調査基準価格） 

第４条 調査基準価格は、対象工事の予定価格の算出の基礎となった次に掲げる額の

合計額とする。ただし、当該合計額が予定価格に１０分の９を乗じて得た額を超え

る場合にあっては、１０分の９を乗じて得た額とし、予定価格に１０分の７を乗じ

て得た額に満たない場合にあっては、１０分の７を乗じて得た額とする。 

(1) 設計額の直接工事費の額に１０分の９．５を乗じて得た額 
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(2) 設計額の共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(3) 設計額の現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(4) 設計額の一般管理費等の額に１０分の５．５を乗じて得た額 

２ 前項の規定にかかわらず市長が特に必要があると認めるときは、工事の予定価格

に１０分の７を乗じて得た額から１０分の９を乗じて得た額までの範囲内で、調査

基準価格を適宜定めることができる。 

３ 前２項の規定により算出された調査基準価格に１円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

（平２５告示２３７・平２８告示１６６・一部改正、平３１告示７５・旧

第３条繰下・一部改正） 

（失格基準価格） 

第５条 失格基準価格は、対象工事の予定価格の算出の基礎となった次に掲げる額の

合計額とし、当該合計額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるもの

とする。 

(1) 設計額の直接工事費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(2) 設計額の共通仮設費の額に１０分の８．５を乗じて得た額 

(3) 設計額の現場管理費の額に１０分の８．５を乗じて得た額 

(4) 設計額の一般管理費の額に１０分の５を乗じて得た額 

２ 失格基準価格を下回る入札を行った者は、低入札価格調査を実施せずに失格とす

る。 

（平３１告示７５・追加） 

（調査基準価格等の記載） 

第６条 調査基準価格及び失格基準価格は、予定価格調書に記載するものとする。 

（平３１告示７５・追加） 

（入札参加者への周知） 

第７条 市長は、対象工事に係る入札を公告し、及び入札を執行するときは、必要に

応じて次の事項を周知するものとする。 

(1) 調査基準価格及び失格基準価格が設定されていること。 

(2) 低価格入札が行われたときは、落札の決定を保留し、調査の上、後日落札者

を決定すること。 

(3) 低価格入札者は、最低価格の入札者であっても必ずしも落札者にならない場

合があること。 

(4) 低価格入札者は、低入札価格調査に必要な書類の提出及び事後の事情聴取等

の調査に応じなければならないこと。この場合において、不誠実な行為（虚偽記

載を含む。）があったときは、栗原市有資格業者に対する指名停止要領（平成１

７年栗原市告示第１３５号）に基づく指名停止を受ける場合があること。 

(5) 低入札価格調査に関する書類及び判断結果は、原則として公開又は公表され

ること。 
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（平２５告示２３７・一部改正、平３１告示７５・旧第５条繰下・一部改

正） 

（入札の執行） 

第８条 入札執行者（市長又はその委任を受けて入札を執行する者をいう。以下同

じ。）は、低価格入札が行われたときは、落札の決定を保留するものとし、調査の

上、後日落札者を決定する旨を告げて、入札を終了する。この場合において、設計

額及び予定価格は、契約の相手方が決定するまで公表しないものとする。 

２ 前項の場合において、低価格入札となる入札価格のうち、当該入札価格が失格基

準価格を下回るときは、当該入札者を失格とし、落札者としないものとする。この

場合において、入札執行者は、当該入札をした者に対し、その旨を告げるものとす

る。 

３ 前項の場合において、入札執行者は、全ての入札者の入札価格が調査基準価格を

下回り、かつ、失格基準価格を下回ったときは、当該入札を中止するものとし、全

ての入札者に対してその旨を告げるものとする。 

（平２５告示２３７・一部改正、平３１告示７５・旧第６条繰下・一部改

正） 

（調査委員会） 

第９条 前条第１項の規定により落札の決定が保留となったときは、当該入札によっ

て契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるか否かについて審査するた

め、栗原市低入札価格調査委員会（以下「調査委員会」という。）を置く。 

２ 調査委員会の組織は、栗原市工事請負業者選定委員会規程（平成１７年栗原市訓

令第６６号の１）第２条の規定により設置される特別業者選定委員会の委員長、副

委員長及び委員をもってこれに充てる。 

３ 調査委員会の会議の運営は、栗原市工事請負業者選定委員会規程第４条の規定を

準用して行うものとし、事務局は、総務部管財課に置く。 

（平２５告示２３７・一部改正、平３１告示７５・旧第７条繰下・一部改

正） 

（低入札価格調査の実施） 

第１０条 調査委員会の委員長は、低価格入札があったときは、速やかに低入札価格

調査を実施するものとする。 

２ 前項に規定する調査は、次に掲げる事項について、当該低価格入札者から事情聴

取、当該契約に係る積算担当者への照会その他の方法により行うものとする。 

(1) 積算金額の内訳及び入札価格決定の理由 

(2) 当該工事付近及び関連する工事における手持ち工事の状況 

(3) 当該工事箇所と入札者の事務所、倉庫等の関連（地理的条件） 

(4) 手持ち資材の状況 

(5) 資材購入先及び購入先と入札者との関係 

(6) 手持ち機械数の状況 
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(7) 労働者の確保計画 

(8) 過去２年間に施工した公共工事名及び発注者 

(9) その他必要な事項 

（平３１告示７５・旧第８条繰下・一部改正） 

（委員会の審議） 

第１１条 調査委員会は、低価格入札者の当該入札価格によっては当該契約の内容に

適合した履行がされないおそれがあるかどうか、又はその者と契約を締結すること

が公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であるかどうかを審議し、

当該低価格入札者と契約することの適否を決定する。 

（平３１告示７５・旧第９条繰下・一部改正） 

（落札者の決定等） 

第１２条 市長は、前条の規定により調査委員会が低価格入札者と請負契約を締結す

ることが適当である旨の決定をしたときは、当該低価格入札者に対してその旨を通

知するとともに、その他の入札者に対し落札金額及び落札者を通知するものとす

る。 

２ 市長は、前条の規定により調査委員会が低価格入札者と請負契約を締結すること

が不適当である旨の決定をしたときは、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に

定める方法により手続を進めることとする。 

(1) 他に低価格入札者がいる場合 

前条の規定により不適当とされたものを除く低価格入札者のうち最低で入札し

た者に対して前２条の規定による手続を行う。 

(2) 他に低価格入札者がいない場合 

前条の規定により不適当とされたものを除く入札者であって、予定価格から調

査基準価格までの範囲内の価格で入札した者のうち、最低で入札した者を落札者

とする。 

（平３１告示７５・旧第１０条繰下・一部改正） 

（監督体制の強化等） 

第１３条 工事担当課長等は、低入札価格調査の対象者を落札者として請負契約を締

結したときは、当該工事について適正な施工管理が図られるよう十分な指導監督に

努めるものとする。 

（平３１告示７５・追加） 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

（平３１告示７５・旧第１１条繰下・一部改正） 

附 則 

この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年７月９日告示第１３１号） 

この告示は、告示の日から施行する。 
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附 則（平成２５年１０月３１日告示第２３７号） 

この告示は、平成２５年１１月１日から施行し、施行の日以後に公告等をした入札

から適用する。 

附 則（平成２８年５月２日告示第１６６号） 

この告示は、告示の日から施行し、この告示による改正後の栗原市低入札価格調査

実施要綱の規定は、施行の日以後に公告等をした入札から適用する。 

附 則（平成３１年３月２９日告示第７５号） 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


